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序 論

2015年9月5日 に、 ドイツのメルケル首相はシ リアやアフガニスタンか らの難 民をすべ

て受 け入れ るとの歴史的な決断 を行 った1。ベル リンや ミュンヘ ンの駅の前で 「ドイツへ よ

うこそ」 と書かれ たプラカー ドを持つ市民たちの姿が印象的であったが、 とめ どな く増加

す る難民の数 と難民 をめぐる トラブル、特に2015年 の大晦 日に発生 したケルン集団性暴行

事件以降、 「歓迎ムー ド」は一転 し、アンゲラ ・メルケル(AngelaMerkel)首 相への批判

が高ま りつつ ある。 しか し、難民の受 け入れはすべてが ドイツにとってマイナスであった

わ けではない。少子高齢化が進む ドイ ツでは今後深刻 な労働力不足に悩まされ ることが予

想 されてお り、難 民は新 たな労働力 として期待 されている。難民を ドイツ社会へ統合 し、

労働力 として活用す るために、 ドイツ政府は計600時 間にもお よぶ ドイツ語 コースを開設

した り、企業 と提携 し職業訓練 を施 した りす るな どの様々な政策を とってい るが、それ ら

は1950～70年 代において当時の ドイツ連邦共和国(以 下、西 ドイツ)が 行ってきた外国人

政策 の反省 に立ってい る。 当時の西 ドイツは、南欧や トル コ、ユーゴスラヴィアな どか ら

何十万人 とい う外 国人を募集 し雇用 した。彼 らはGastarbeiter(「 お客 さん」労働者、以後

ガス トアルバイ ター と表記)と 呼ばれ、西 ドイツの経済発展に多大な寄与をしたが、所詮、

客は客で しかなく好景気 が続 く限 りはもてはや されたが、経済的成長がス トップす る と本

国へ と帰還す ることが望まれた。また、ガス トアルバイ ターに対す る政策は場 当た り的で

あ り、長期的な構想 がなかったために、彼 らが ドイツ社会 に溶 け込む ことができず、1973

年のオイルシ ョックを契機 に政府 は外国人労働者 の募集 を停止、一度 ドイ ツを離れ る と二

度 と ドイ ツで就業できない と考えた外国人労働者 の定住 を招いた。 その結果、景気 が悪化

す ると、 ドイツ語が満足に話せ ない外国人労働者 の失業率は上が り、その二世三世の中途

退学率 も上昇、現在 にまで格差の広がる 「平行社会(Parallengesellschaft)」 が形成 されて

しまったのである。現在 、 ドイツには直接 的に移民の経験 を持たない移 民二世三世を含め

た 「移民の背景を有す る人々」が総人口の約20%存 在 している。連邦政府は長 らく 「ドイ

ツは移民国家ではない」 とい う姿勢 をつ らぬいてきたが、 この数値 が表す よ うに、内実は

移民国であった。東西 ドイ ツ統一以降、連邦政府 も ドイツが移民国であることを無視する

ことができな くな り、現在 においては、外国人政策お よび移民の統合政策 において様々な

施策が行 われてい る。かつ て外国人政策で失敗 した とい う経験か ら、現在、難民で揺れる

ドイツには同 じ轍は踏まない とい う強い思いがあるのだろ う。

表①:「 移民の背景 を有する人々」(2015年)

羅 蕪難灘
総人ロ 80.87 100,E

移民の背景を有しない人々

移民の背景を有する人々

64.5調

:.

79.7

2(x,3

移民経験のある外国人
'

.. 7.3

1.7

6歪2

5.1

移民経験のない外国人

移民経験のあるドイツ人

移民経験のないドイツ人

i.345

5.○ 肩

4,165
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(出 所)StatistischesBundesamt:Mikrozensus-Bev61kerungmitMigrationshintergrund

<http:〃www.bpb.de!nachschlagen/zahlen-und-fakten/soziale-situation-in-deutschland/61646/migrationshintergrun

d-i>(2016.12.28閲 覧)。

ドイツの過去に学ぶべ きは何 も ドイツ 自身だけではない。 日本 もまた、少子高齢社会や

それに伴 う将来の労働力不足が問題 となってお り、その解決策 としての外国人労働者の受

け入れの議論 が盛 り上が りを見せてい る。2016年 の5月 には 自民党の 「労働力確保 に関す

る特命委員会」が外国人労働者の受 け入れ に関す る提言 をま とめてお り、その中では外 国

人 の単純労働 とされてきた分野への受 け入れや在留期間を 「当面5年 間」にするなど政府

の外国人労働者受け入れ についての積極的な動 きが確認できる2。また、 日本労働組合総連

合会(連 合)は 外国人労働者問題について、「人の移動 をめぐる状況が新たな段階を迎 えて

いる」3ために、 日本人 と外国人の労働者が同等の権利 を行使することができるよ うに寄与

す ることを明言 してお り、グローバル化が進展す る中で現実に起 こりうる問題 に対処 しよ

うとする姿勢がみ られ る。 こ うした状況のもとで、移民先進国で ある ドイツの経験 か ら日

本 が学ぶ ことは多い。そのため、本稿 では1950～70年 代の西 ドイツにおける外国人労働者

問題 を考察することで、その問題点を明 らかにす るとともに外国人労働者がホス ト国の社

会や経済 に与えるプラスの部分 にも焦点を当て、 日本の外国人労働者政策 の一助 となるこ

とを 目的 としてい る。また、本稿は 日本にお ける移 民政策 の是非 を問 うものではな く、あ

くまで想定 され うる外国人労働者問題お よびその政策 について言及す るものである。確か

に、移民政策を欠いた外 国人労働者の受け入れの議論 は現実的ではない。外国人労働者を

いつまで も 「外国人」 として扱い、都合の良い時期に本国に帰 らせ ようとす ることは後に

触れ る西 ドイツの外 国人政策においても大きな失敗であった。 しか し、本論では、外国人

政策 の延長線上 に移民政策が ある とい う前提の もとで、外 国人労働者の問題に限定 して考

察 してい く。

戦後 ドイツの外国人労働者 についての研究は、クラウス ・バーデ(KlausJ.Bade)氏 な

どによる ドイツ移民史研究の流れ とウル リッヒ ・ヘアベル ト(UrlichHerbert)氏 などによ

るナチ時代 の外国人労働者 に関す る研 究の流れに大き く分けることがで きる。両者 ともに

ドイツの歴史の中での外国人労働者の変遷 を独 自にま とめてお り、外国人雇用問題 がある

種のサイクルの下で進 められていることを明 らかにしている。特 にヘアベル ト氏は、ナチ

スとの連続性に着 目し、戦後西 ドイ ツの外国人雇用 との法的なっなが りや政策的な類似点

などを指摘 してい る。 日本 における西 ドイツの外 国人労働者問題 を扱 った代表的な先行研

究 としては、森廣正氏、近藤潤三氏、矢野久氏が挙げ られる。森廣正氏 は西 ドイツの外国

人労働者 に関するわが国最初 の本格的な研究書 を発表 し、資本主義の進展 とともに問題化

した外国人労働者問題 の実態 を詳細 に記 してい る。また、西 ドイツに派遣 された 日本人炭

鉱労働者についての著書では、出稼 ぎ労働者 としての現実 と苦労を伝 えてお り、当時の西

ドイツ社会 における外 国人労働者 の姿を知 る上で参考にな る。近藤潤三氏は、 日本 におけ
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る ドイツ移民研究の第一人者 であり、特に現代 ドイツの移民政策や統合政策 に関す る著作

を数多 く出版 されてい る。近藤氏は、1990年 までの戦後西 ドイツの外国人政策 を二っの時

期 に分 け、1955～73年 までの期間を第一期、それ以後を第二期 としてお り、本稿において

もその分類 に準拠 している(以 降、第一期西 ドイツ ・第二期西 ドイツ)。矢野氏 は、ナチス

や西 ドイ ツにお ける外国人労働者 を歴史的に考察 しているが、特 に彼 らの居住環境や健康

面などに着 目し社会史的に問題点 を指摘 している。

なお、本稿 では、西 ドイツの事例 のみを考察対象 とし、 ドイツ民主共和国(以 下、東 ド

イツ)に 関 しては考察対象か ら外す こ ととす る。 とい うのも、当時の東 ドイツの外国人労

働者問題 は、 日本への示唆 として考察す るには非常に特殊な事例であるか らである。東 ド

イツにおける外国人労働者 問題 は、西 ドイツ と比較す ると隠蔽 されてきた部分が多 く、外

国人労働者の存在 もひた隠 しに され てきた。そのため、東西 ドイ ツが統一 され るまでその

実態 には明 らかにならない部分 が多 く、西 ドイツ と状況 を異に していた。 また、外国人労

働者 の送 り出し国も、ベ トナムやアル ジェ リア、キューバ、モザ ンビー クといった東側諸

国に限定 されてお り4、西側諸国か らの外国人労働者は限定的であった。つま り、冷戦体制

下でのイデオ ロギ0が 多分 に含 まれた政策 であったわ けである。本稿 では、 日本の外国人

労働者政策への示唆が主題の一つ となってお り、人的交流や情報等が制限 されていた東 ド

イツの事例 は、社会的背景が色濃 く反映 され てお り日本 での外 国人労働者政策のa論 には

適 さないため、今回は省 くこととする。

第1章 西 ドイ ツの 外 国 人労 働 者 問題 前 史

ドイ ツの外国人 労働者問題 とい うと、最大の民族集団 となってい る トル コ人の ことを思

い浮かべ る人 も多いだ ろ う。 しか し、 ドイ ツの外国人労働者 ・労働移 民の歴史は長いため

段階的に追っていかなけれ ば、その実態 は見えて こない。 とい うのも、西 ドイツの外国人

労働者政策の失敗 の大 きな要因の一つには、 ドイツが経験 してきた過去 を 「前提」 とした

政策がな されてこなかった ことが挙げ られ るか らである。政治学者 のスヴェン ・ラーナー

(SvenRahner)氏 が、130年 にわたる ドイツの外国人政策の歴史 を概観 し、「今 日の課題

や問題 との類似性 」を指摘 し、西 ドイツの外国人労働者政策 と過去 との連続性 に言及 して

いる5のに対 し、ヘアベル ト氏 はこの点について、「外国人政策にお ける前提条件を欠いたフ

ィクシ ョン」6と表現 している。まさに戦後西 ドイツの外国人政策は、過去 とのつなが り(連

続性)を 意識 させ る一方で、強制労働 な どの苦い過去 と距離 をとっていたのである(断 絶

性)。本論では、イタ リア政府 との募集協定が結 ばれた1955年 か ら1973年 の募集停止 まで

の外国人労働者問題 の展開を扱 うが、1955年 以前のナチ政権下の ドイツでの強制労働や戦

後 から1950年 代前半までの状況について も言及 してゆく。本章では、西 ドイツの外国人労

働者問題 を語 る上で 「前提」 となるナチ政権 下の 「よそ者労働者(Fremdarbeiter)」 と 「強

制労働者(Zwangsarbeiter)」 の存在に触れ、 ドイツが抱える過去について考察す る。そ し

て、第二次世界大戦後、 「被 追放民(Vertriebene)」 としてかつての ドイツ帝国の領土や ヨ
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一 ロ ッパ各 地 か ら ドイ ツへ と流 入 した 「ア ウス ジー ドラー(Aussiedler)」 や東 ドイ ツか ら

の逃 亡者 であ る 「ユーバ ー ジー ドラー(LTbersiedler)」 につ い て も言及 しな が ら、西 ドイ ツ

に外 国人 労働 者 を受 け入れ る必 要が生 じた基盤 につ いて抑 えてい く。

1.ナ チス ・ドイツの外国人労働者とナチ ・イデオ ロギー

ドイツの外国人労働者問題の歴史を振 り返 ると、一つの大 きな転換点に衝突す る。 その

転換点 とは本章で扱 うナチス ・ドイツの外 国人政策のことを指すのであるが、 この時代が

外国人労働者問題 にとって重要な場面 とな り得 るのは 「ドイツ人」が極端 に強調 された時

代であったか らである。彼 ら 「民族 ドイツ人」 か らすれば、外 国人、特にポー ラン ド人や

ソ連人は 「劣等民族」であ り、同等の権利 は認 め られていなかった。それ は労働 に関す る

諸条件 にも言 え、この時代の差別的な扱いこそが 「前提」 とな り、現代にまで至る ドイ ツ

の外国人政策 に影響を与えることとなるのである。 ナチ政権下の ドイツでは、 自発的な外

国人労働者 だけではな く、強制的に連行 された強制労働者や戦争捕虜 も外 国人労働者 に含

まれてお り、1944年 の時点で、700万 人を超える外国人が労働者 として農業や産業 に従事

していた7が(別 紙資料:表 ②参照)、彼 らの賃金や配給 され る食事は明確 に差別 されていた

8(彼 らはFremdarbeiterと 呼ばれたが、 「よそ者」 とい う意味合いの強い この言葉は、戦

後使用が控え られ、代わ りに 「Gastarbeiter(『 お客 さん』労働者)」 の言葉が使われ るよう

になる)。 これは、ナチスの政治的なイデオ ロギーが全面に押 し出 された結果であ り、経済

的 な分野においてもナチスの指導理念が優先 されていたこ とを意味 している。 しか し、逆

に考えれ ば、「民族 ドイツ人」よ りも 「劣等民族」であるポーラン ド人や ソ連人 を ドイツ国

内の産業の担い手 として用いなければな らなかった点 に、経済的合理性 とナチ ・イデオ ロ

ギー一との対立が表れているともとることができる。1939年 、 ドイツのポー ラン ド侵攻をき

っかけに第二次世界大戦が勃発す ると、 ドイツ国内では深刻な労働力不足 が問題 とな り、

ナチ指導部 は外国人労働力の徴用を進 めるよ うになった。素早 く侵攻 したポーラン ドでは

初 めは経済的圧力か ら 「自主的」な外国人労働力 を募集 していたが、思 うよ うに人員 が集

ま らず結局は強制的な性格をもった徴用が始まった。この際に、約30万 人 のポーラン ド人

がわずかな期間に ドイツへ と労働力 として送 られたが、 この外国人労働者 の ドイ ツ国内で

の活用 は、ナチ指導部 にとって二つのジレンマを抱える問題であった。一つは、女性 の労

働市場への投入がナチ ・イデオロギーにそ ぐわないものであった とい う点であ り、 もう一

つ は、外国人労働力を必要 とする経済的な観点 とポー ラン ド人 を 「劣等民族」 と置 く人種

的 な観点の矛盾 である。ナチスは政権獲得後、女性 を労働か ら遠 ざけ、家庭へ と戻す政策

を とっていたため、女性 を労働力 として扱 うことに対 しては慎重であった。 「女性 は子 ども

を産み、家族の中心 となる」 とい うイデオロギーに加 えて、女性 を労働力 として働かせ る

ことによる賃金上昇 も、当時の景気状況 を鑑みると経済的にも避 けたかったのである9。そ

のため、労働不足 を ドイツ人女性でカバーす るこ とよ りも、外国人労働力 で補 うことが喫

緊の課題 となっていった。 しか し、徹底的な人種論的政策 をとっていたナチスに とって多
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くの外国人が ドイ ツ国内へ と流入す る事態 は問題であ り、経済的に彼 ら 「劣等民族」 に頼

らざるを得ない事態 もまた好 ま しくなかった。そのため、 ドイ ツでは、外 国人労働者 を明

確 に階級分 けし、その扱い も差別 的にす ることで、経済的な観点 と人種的な観点に折 り合

いをつけていったのであるlo。特 に、ポーラン ド人 ・ソ連人は他 の外国人労働者 と比べて最

下級 に位置づけ られたため、満足に食事 も与え られなかった り、 ドイ ツ人女性 との交際を

理 由に処刑 された りす るな ど悲惨な扱いを受 けた11。ナチス ・ドイ ツはこ ういったイデオ ロ

ギー の矛盾 を内に抱えなが ら外国人労働者政策 を進 めてお り、その矛盾が強 く表れたのが

外 国人労働者 に対する差別 的な扱 いであったのである。外国人労働者 に対す る非人道的な

扱い、その記憶 は ドイツの外 国人労働者問題 を語 る際 に何度 も呼び起 こされるもの となる。

2.終 戦 と被追放民

ドイツによるソ連侵攻が指導部の予想以上に長引いた ことによ り、約300万 人の ドイツ

兵士 の武装解 除が難 しくなる と、ますます労働力の逼迫が切実 となった。ナチ指導部は新

たな外 国人労働者の投入を推進 し続 けたが、戦況の悪化 とヒ トラーの自殺 によ り、1945年

5月8日 ドイツ軍が無条件 降伏 し、軍人民間人合わせて550万 人以上の死者 を出した戦争

が終 わ りを迎 えた12。戦後、強制的に労働 に従事 させ られていた外 国人労働者 らは避難 民

(DP=DisplacedPerson)と して長い時間をかけ故郷へ と帰還 していったが、彼 らの代 わ

りに ドイツへ と流入 して きたのが ソ連や ポーラン ドな ど第二次世界大戦の敗戦によ りドイ

ツが失った領土から引き揚げてきた被追放民たちであった。被追放民の数 は1950年 の段階

で800万 人以上 にのぼ り、1955年 までに約890万 人にまで増加 した。この数は、東西 ドイ

ツ分裂後の東 ドイ ツか らの難民 と合わせ ると、実 に当時の西 ドイツにおける総住民の20%

を占めていた(別 紙資料:表 ③参照)。 彼 らの存在が、マーシャルプランによるアメ リカの

外 的支援や工場 な どの産業施設への比較的軽い被害 と相まって、戦後西 ドイツに 「経済 の

奇跡」をもた らす こ とになる13。まさに、「『経済の奇跡』な しでは被追放民 らの統合はなか

っただろ うし、(被 追放民 ら)追 加的労働力 なしでは 『経済の奇跡』 も起きなかった」14の

である。

第2章 外 国 人 労 働 者 の 経 済 的 価 値 とそ の 地 位

1.イ タ リア政府 との募集協定

1950年 代に入る と大量に流入 した被追放民 らの労働市場への統合 がほぼ完了 し、地域的

な労働力不足が起 こ り始 めた。特に被追放民は後述す るガス トアルバイター と違い、言語

の壁や法的な壁 がなく容易に ドイツ社会になじむ ことができたため、都会志向の労働者が

多 く、農業分野か ら労働力不足 を訴 える声 が出始めたのである。矢野氏によると、史料的

に確認できる限 りであれ ば、1951年 にはすでにイタ リア大使館 のアル ヴェー ラ(Alvera)

が連邦政府に6000人 のイ タ リア人労働者を就業 させ ることに関して打診 してお り、かな り

早い段階か ら検討が開始 されていたことがわかっている15。イタ リア政府 との交渉に関 して、
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連邦政府内では外 国人労働者 の配置 に積極 的な連邦経済省 と被追放民や東 ドイ ツ難民、失

業者な どの地域間調整で労働力不足を充足できると考 える連 邦労働省 とで認識 の違 いが あ

った。確かに、1954年 の段階での西 ドイツ国内の失業率 は7%で あ り、国内における失業

者がいまだ存在 している状態であった。しか し、1955年 に入 ると平均失業率は減少 し続 け、

同年9月 には3%を 割 り、9月 末 には完全就業状態が達成 された とみな され た16(別 紙資料:

グラフ①)。 また、地域的に見れば、工業地域であるバーデ ン ・ヴェル テンベルク州では失

業率が2.2%17と さらに労働力の欠員が見込まれていた。 これ を受 けて、連邦政府は強い経

済成長 を予測。地域的な労働力不足の補填 も想定に入れ 、イタ リア政府 との募集協定 に向

けて積極的に動 き始めることになる。

次 に、連邦政府 内部 での動 きを確認 してみることにする。外 国人労働者の募集は、現実

的な労働力不足への対応 と共に、将来予想 され うる労働力不足の拡大へ の予防策 としての

意味合 いも持っていた。具体的には、(実 現は しなかったが)欧 州防衛共同体構…想や1950

年代後半から始まる 「壁」建設 による東 ドイツか らの難民(ユ0バ ージー ドラー)の ス ト

ップなどを見越 し、労働力不足 の予防策 として新たな労働力の供給源は模索 されていた。

前述 した連邦経済省 と連邦労働省の対立 もこの点では意見が一致 してお り、問題はその供

給の方法 であった。国内の労働力予備軍の地域間調整や技術的な合理化 によってその穴 を

埋めることを解決策に求 めていた連邦労働省 は外国人労働者の投入 に対 して難色を示 した

のである。また、地域的に見 ると余剰 な労働力が生 じていたケースもあったため、連邦労

働省 の提示する労働力補填案は外国人労働者雇用を拒否す るための説得力 を有 していた。

しか し、年 を追 うごとに深刻化す る工業分野における労働力不足 は、早急な労働者補充の

要望 につなが り、外国人労働者の配置 を急 ぐ声 も聞かれるよ うになった。 ここか らの1955

年のイタ リア との募集 協定(以 下、イタ リア協定)ま での経済省 と労働省の攻 防は、経済

省がイタ リア政府 との交渉 の進展 を公表す るたびに、労働省が反発 をす る形が続 くことに

なるが、その状況が一転 したのは、1955年10月6日 の連邦政府閣議において労働力不足

による賃上げ交渉 に対抗 しよ うとす る国務大臣 フランツ ・ヨセ ブ ・シュ トラウス(Franz

JosefStraul3)が 外国人労働者の配置を主張 し、連邦首相 コンラー ト・アデナ ウアー(Konrad

Adenauer)が この意見に賛同 したためであった18。閣議決定 とい う 「上」か らの方針 によ

り、労働行政 もまた方針転換 に踏み切 ることとなったのである。

1955年12月20日 、 ドイツーイ タリア間で募集協定が締結 された。結果 として、連邦経

済省 の主張に連邦政府が統一的見解 を求 めた ことで成 立 したイ タ リア協定であるが、野党

社会民主党(SPD)や 労働組合側か らもそれ ほど激 しい抵抗 はなかった。特 に ドイツ労働

総同盟は、1955年11月 の募集協定締結後は、内部での意見の不一致 を抱 えながらも 「黙

認」す る立場をとるな ど、外国人労働者問題 に関する 「自らの役割 を放棄」 していた19。こ

れは、当時の西 ドイツ経済が好調 であ り、失業率が低 下 し続 けていたことに加 えて、 ドイ

ツ人労働者がや りたが らない仕事 を外国人労働者が担って くれ ることを想定 していたため

であった20。このよ うに与野党共 におおむね意見の一致を見て進 め られた この協定であるが、
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外国人労働者受け入れ に踏み切 った連邦政府の認識 としては、以下の3点 が挙 げられるだ

ろ う。まず は、外国人労働者 の柔軟性、次 に労働力不足解決 のための即効性、そ して外国

人労働者 にかかる費用の低 さである。 当初か らイ タ リア との協定の際 に 「失業の輸入」 に

ついてはp論 が されてお り、あくまでも西 ドイツ側の コン トロール 下での雇用が重要であ

った。つま り、供給が需要を超 える場合 には即座 に切 ることのできるシステムである。そ

のため、外 国人労働者 の入国は使用者 との雇用契約が成立 していなければ認 められず 、有

効期 限1年 間の労働許可はその都度更新 され、失業 した場合 には滞在許可も必然的に失 う

ことになった21。

次に即効性 に関 してだが、労働力不足解決のた めの代替案 が存在 しなかった と判断 され

た。 ドイツ人女性を労働力に含めることは、「"家族政策"的 には望まれ」22ず、技術的な合

理化は即効性がな く不適切であるとして外国人労働者雇用が選択 された(当 時の連邦職業

紹介 ・失業保健所所長ユ リウス ・シ ョイブ レ(JuliusScheuble)は 、「私が重要だ と考える

ことは、経営合理化に尽力す ることである」23と安易な外国人労働者受 け入れについて批判

的 に見ていた)。 最後 に、外国人労働者の対費用効果は、住宅面で如実 に表れていた。短期

的 に 西 ドイ ツ に滞 在 す る外 国 人 労 働 者 に 対 して 、デ ュ ッセ ル ドル フ の経 済新 聞

『lndustriekurier』 は 「住宅建築の集 中を引き起 こす のではな くて、一般 にバ ラック小屋

で十分だろ う、 とい う利点を見逃すべきではない。」24と表現 している。外国人労働者 が西

ドイツにおいて 自力で良い物件 を探す ことは難 しく、多 くは 「西 ドイ ツ市民が もう住 まな

くなった住居」25を あてがわれていたのである。

以上のよ うに、外国人労働者 の西 ドイツでの状況は決 して同僚の ドイツ人労働者 と同 じ

ではなかった。職業 は選べず、その多 くは ドイツ人が嫌 がる仕事で、西 ドイ ツ当局の さじ

加減で労働許可及び滞在許可が更新 されない場合 もあるとい う自由が制限 された労働者で

あった。また、彼 らガス トアルバイ ターたちを処遇す るために1965年 に制定 された 「外国

人法」の法的根拠がナチス時代の古い法令 に基づいていたことも見逃す ことはできないで

あろ う。 この点に関 しては、「外国人労働者の管理システムにナチ時代 との連続性があるこ

とは否定でき」26ず、あいまいな規定が多かったため、滞在権の更新や切 り替えでは、各管

轄外国人局に広範な裁量権限が与えられていたよ うである27。これは、第一期西 ドイツの外

国人労働者が、戦前の強制労働者 とは状況が全 く違 うといえど、その 「前提」の上に成立

していることを表 している。

2.楽 観 的観 測

1955年 のイ タ リア協 定 を皮切 りに、西 ドイ ツ政府 は スペ イ ン ・ギ リシア(1960)、 トル

コ(1961)、 ポル トガル(1964)、 チ ュニ ジア(1965)、 モ ロ ッコ(1966)、 ユ ー ゴス ラ ヴィ

ア(1968)と い った 国々 と同様 の協 定 を結 んで い き、急 成長 を続 け る西 ドイ ツ経済 に おい

て 、外 国人 労働 者 へ の期待 はます ます増 大 して ゆ くこ と とな った。1955年 か ら1966年 の

間 に外 国人 労働 者 数 は120万 人 以 上増加 し、そ の 中で も最 大 グルー プ で あるイ タ リア人 は
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40万 人近 くまで数 を伸ばすな ど、西 ドイ ツの経営者に とって彼 らガス トアルバイタ0が い

かに必要 な存在 であったか を表 している。 とい うのも、外 国人労働者は、可動性の面で柔

軟 であ り、その上、西 ドイツへ と働 きに来 る外 国人のほとん どは健康的な働 き盛 りの若者

であったか らである。 しか し、政府 当局 は経済へのメ リッ トだけではな く、社会全体に対

す る 「良い効果」 について も説 明 している。例 えば、所得税や社会保険に関 しては、国内

の労働者 と同 じ規定での支払い義務があるため、年金保険において好都合である と、労働

省次官ルー トヴィヒ ・カッテ ンス トロース(LudwigKattenstroth)は 強調 している28。短

期的 に西 ドイツに滞在す る外国人労働者 か ら保険料を徴収す ることは西 ドイツに とってだ

けでなく、一般社会 にとって もメ リッ トが大きい とい うわけである。また、政治的には、

南欧や発展途上の国々から労働者 を受 け入れ ることで、 「支援の一部」 として国際的にポジ

ティブな評価 を得 ることがで きるこ とも 「良い効果」 とされた。つま り、外国人労働者雇

用は経済的 ・政治的 にも、国家 ・企業に とっても、一般社会 に対 して も良い影響 を与える

とされたのである。

1964年 、ケル ン駅に100万 人 目のガス トアルバイターであるアルマン ド ・ロ ドリゲス

(ArmandoRodriguez)と い うポル トガル人が降 り立った。彼 は、駅に着 くや否や、記者

人に取 り囲まれ写真のフラッシュがたかれるな ど、熱烈な歓迎 を受 けた29。そのセ レモニー

の場で、当時の労働相テオ ドール ・ブランク(TheodorBlank)は 「労働市場 におけるガス

トアルバイターの役割 は、将来 きっとさらに重要 になるだろ う」と述べてお り30、当時の歓

迎ムー ドがわか る。それ もそのはずで、上述の外国人労働者雇用による恩恵 に加 えて、も

はや外国人労働者 は、 ドイ ツ人がや りたが らない仕事 を引き受 けることで ドイツ人の社会

的な昇進 を手助 けす る存在 になってお り、西 ドイ ツ社会 にとってな くてはならない存在 に

なっていたのである。外 国人労働者のほ とん どは、建築業や鉄鋼業、鉱 山業に従事 してお

り、1961年 の段階では全ての外国人労働者の71.8%が 第二次産業に従事 していた とい う記

録 も残っている31。この外国人労働者 の 「下流化」による、ドイ ツ人被雇用者の 「上昇」は、

次第に外国人労働者 が一定の職業 に就き、その職種が外国人労働者 な しでは担 い手が集ま

らない 「固定化」を招 くことになる。いわゆる日本で表現 され るところの3K(汚 い、きつ

い、危険)と 呼ばれ る仕事 においては、高い コス トを支払わなけれ ば ドイツ人は集ま らな

かったのである。

最後 にも う一点、ガス トアルバイ ターたちが経営者 に とって好まれ る存在であった理 由

について触れたい と思 う。 それは、外国人労働者 の政治的無 関心 さであった。 そもそ もは

西 ドイ ツに定住す る意思を持たなかった外 国人労働者 は、西 ドイツの政治体制や方針 は 自

分たちとは関係がない こととして捉 えてお り、政治的な運動を起 こす ことはなかった32。そ

れは労働運動 とい う自分たちの立場 とかかわることであって も同様 で、労働条件 の改善 と

いった行動 はあま りみ られ なかった。それ よ りも、本 国に残 してきた家族への仕送 りな ど

のためにできるだけ多 くを稼 ぎ、できるだけ早 くに帰ることの方が重要だったのである。

この政治的無関心は経営者 に とっては外国人労働者雇用 の利 点 として作用 したが、外国人
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労働者の地位 の向上 とい う点では、マイナ スに作用 した。 とい うのも、外国人労働者 の雇

用状況の改善が内か ら行われ るのではな く、外部か らの働 きかけによって成 し遂げ られて

いったことによって、外国人労働者雇用に関する議論 がテーマ化 しなかったか らである。

この早期か らの非テーマ化は、西 ドイ ツの外国人労働者問題 が現代 にまで尾を引く要因 と

な るわけであるが、それについては第4章 で言及す る。外国人雇用の労働条件だけでな く、

この時点においては、住宅事情や家族の呼び寄せやその定住化な どの長期的な展望はほと

ん どな く、 ドイツ経済に とって有益 である労働力 としての若 い単身労働者 に重点が置かれ

ていた。また、教育や女性、子 どもといった社会的問題 は潜在的で、外国人労働者 問題 と

して関心を集 めなかった とい うのが現状であった。

第3章 外 国 人 労 働 者 問題 の 転 換 点

1.1966～67年 の不況 と露出す る外国人労働者問題

西 ドイツにお ける外国人労働者数 は諸国家 との募集協定によ り、増加 し続 けていたが、

とりわけ1961年 の トル コとの募集協定は、のちの ドイツ社会への影響 を鑑みても重要視す

べ きものであると考 えてい る。 冒頭 でも述べた ように、現代の ドイツ社会 において トル コ

系住民は移 民集団の中でも最大のグループであ り、なおかつ移民の統合問題 を語 る上で真

っ先に課題 として挙 げられてきた経緯がある。様 々な移民集団が存在する中で、特に トル

コ人が話題にのぼ る要因 として、程度 の問題はあるに しても宗教的 ・文化的な違いがある

ことは確かだろ う。 当時の西 ドイツ社会においても、 トル コは、 ヨーロッパ共同体(EC)

の一員であるイ タ リアや 当時はEC加 盟国ではないが同 じキ リス ト教 を土台 とするヨー ロ

ッパ諸国であるスペイ ン ・ギ リシアな どの南欧諸 国 と異なる扱い を受 けていた。それ は、

募集協定の内容 に如実に現れているのだが、 ここにはFremdarbeiter、 よそ者 としての労

働者 とい う意味合いが強 く出ているよ うに思える。西 ドイツに とって、 トル コ人 を含む外

国人労働者は社会の一員 となる存在ではな く、良い表現を取れ ば 「お客 さん」であ り、悪

い表現をすれば 「よそ者」 だったのである。 しか し、急速な経済成長 を続 ける西 ドイツが

そのペースを落 とすこ とな く成長 し続 けるためには外国人労働者の存在が不可欠であ り、

1961～65年 のたった5年 間で13万 人 もの トル コ人が西 ドイツへ とやってきていたのである。

矢野氏は、こ うい った受け入れ国側が外国人労働者 をよそ者扱いす ることで外国人労働者

側 がホス ト社会 に馴染む ことのできずにい る状況を 「他者 としての外国人労働者」 と表現

して問題化 してい る33。このホス ト社会か らの疎外感は、経済が好調であれ ばその影 に隠れ

問題視 され ないのだが、ひ とたび経済的失速 を経験す ると、一気 に露 出することになる。

それは、外国人労働者 のホス ト社会か らの疎外感 が不満 として爆発す るのではな く、む し

ろホス ト社会の不安感 から外国人労働者 との断絶が強調 され るこ とで露わ となった。 その

ことは、1966年 か ら67年 にかけて生 じた、西 ドイツ経済が一時的 に停滞 した時期 を見る

ことによって確認できる。

1966年 に入 ると、それ までプラス成長 を続 けていた西 ドイツ経済に陰 りが見え始 め、
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1967年 になると成長率はマイナスに転 じた。この1966～67年 にお ける景気後退は、長期的

な視点で見る と深刻なものではなく、翌年の1968年 には7%を 超える成長率を記録す るな

ど急速に克服 された(別 紙資料:グ ラフ②)。 しか し、当時の西 ドイツに与えた影響 は、実

際の経済的な損失(マ イナス成長 といっても0.2%に とどまった)よ りも、今 まで成長 を続

けた西 ドイ ツ経済 に歯止 めがかかったことによる心理的なシ ョックの方 が大きかった。そ

の景気後退 シ ョックに伴い西 ドイツが抱えてきた外国人労働者雇用 に関す る二つの重要な

問題が顕在化 した。まず一つ 目は、景気調整弁 としての外国人の役割についてである。景

気後退期の1966～67年 の間に約40万 人の外国人労働者が解雇 され、景気の浮き沈みに強

く影響 され る外 国人労働者 の姿があ らわ となった。西 ドイツ政府 が当初 に想 定 していた、

ご都合主義的な外国人労働者政策が うま くいった とも言 えるだろ う。当時、与党 となって

いた社会民主党のカール ・シラー(KarlSchiller)経 済相 は連邦議会において、「非常 に好

都合な作用」 として外 国人労働者の雇用の柔軟性 について言及 している。ガス トアルバイ

タ0の 大量解雇 とい う事実は、外国人労働者雇用 の危 うさについて議論 され るよ りも、む

しろその有用性 が証明 された ように取 り扱われていたのである。

もう一点の問題は、外国人嫌悪である。 この問題 については、景気後退以前か らたびた

び指摘 されてきたのだが、景気後退 を機 に政治的にも不穏 な空気 が流れ始 めた。外国人嫌

悪 については、 「イタ リア人お断 り」や 「トル コ人帰れ!(TiirkenRaus!)」 といった誹諺

中傷はあった34が、景気後退 を機 に一層高ま りを見せ ることとなる。例 えば、1966～68年 の

問に、外国人敵視 をスローガ ンに掲げる、 ドイツ国民民主党(NPD)が7つ の州議会で議

席 を獲得 したことは、外国人労働者雇用に対す る不満 が噴 出した結果 と取ることができる。

また、SPDが 自由民主党(FDP)と ヴィ リー ・プラン ト(WillyBrandt)を 首相 とす る連

立政権を発足 させた ことによって、当時与党か ら野に下っていたキ リス ト教民主同盟(CDU)

の一部議員がSPD批 判のために外国人 を危険視す る流れ に乗 った ことも後押 しとなった。

1966～67年 の景気後退期 に生 じた二つの問題点は、ガス トアルバイターの置かれている

立場 を明 らかに した。経済的には西 ドイツ経済の発展に都合 よく利用 され、労働契約の不

更新 と滞在権の喪失のセ ッ トで本国への帰還 を余儀iなくされ 、政治的には外国人政策の問

題点 としてや り玉に上げ られ るな ど、非常に不安定な状況にガス トアルバイターの多 くは

置かれていたのである。森氏は、この点について、自国の労働者 階級を 「労働貴族」化す

ることで、 「新 たな下層階級構成部分を生みだ し、それをほしいままに搾取 ・収奪 ・差別支

配す ることによって...外国人労働者 へ と責任 を転嫁 し、西 ドイ ツ資本主義 の矛盾を解消 し

ているかのよ うにみえる。」35と 当時の西 ドイ ツ社会の外国人労働者政策 を批判 してい る。

西 ドイツ社会の抱 える外国人労働者政策の矛盾は、誰の 目に も明 らかな ものとなった。 し

か し、 この教訓は活か され ることな く新たな経済的成長 によってまたもやかき消 されて し

ま うのである。む しろ、この景気後退期 をガス トアルバイ ターへの 「責任転嫁」で乗 り切

ったことが、政府 当局や経営者 の自信 となって しまったのかもしれない。
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・2.募 集停止

1966～67年 の景気後退期 は、加熱す る西 ドイツ経済に冷や水を浴 びせ る出来事ではあっ

たが、その熱 も冷 めや らぬ うちに68年 には再びプラスの経済成長 を記録 してい る。68年 に

は+7.3%、69年 には+8.2%と ポジティブな成長率が続 くよ うになると、新たなガス トアル

バイターが必要 とな り、再び外 国人雇用の経済的利点に注 目が集 まった。前述 した よ うに

69年 にSPDがFDPと 連立を組む ことで、プラン ト首相率いる政権が誕生 したが、外国人

雇用政策 に関 しては大きな動 きはなかった。政府 の見解 としては、 「ガス トアルバイ ターか

らの税収入 はそれにかかわ る公的な投資 をはるかに上回ってお り、ガス トアルバイターの

増大は西 ドイツにとって有益である」 とい うもので あ り、外 国人労働者の雇用 は引き続き

実行 され た。1968～73年 の5年 間で、外国人労働者数 は101万4000人 か ら259万5000

人(ピ ー ク)と 増加 してお り、それは募集開始時か ら68年 までの雇用者数 を大幅に超 える

ものであった。特にこの時期 に重要な立ち位置 を占めるのが トル コ人である。1967年 には

13万 人だった トル コ人は、73年 までに60万 人増加 してお り、71年 からはイ タ リア人 に代

わ りガス トアルバイ ターの 中で最大グループ となっていた(別 紙資料:表 ④ 、グラフ③)。

ガス トアルバイターが従事 した主な業種に も視点 を移す と、1968年 以前 と変化はな く、

鉄鋼業や製造業、建設業、工事、レス トランな どが最多であ り、外国人労働者 の 「下流化」

と 「固定化」はますます進む傾向にあった(1973年 、西 ドイツの被雇用者の9人 に1人 が

外国人で、建設業 を含む製造業では6人 に1人 であった36)。トル コ人が増加 した背景には、

60年 代 に入 るとイタ リアでは好景気を迎え外国に出稼ぎ者 を出す必要がなくなったことや、

他の ヨー ロッパ出身 の労働者に比べて トル コ人が厳 しい労働条件 でもま じめに働いたこと

などがあ り37、その数 を急速に伸 ばしてきたが、それ と並行 して増え続ける外国人労働者 に

対する不安 の声 が上がるよ うになる。例 えば、ZEIT紙 は、 「増 えるガス トアルバイターの

不安」とい う見出 しを付 けて、外国人労働者雇用に関する記事を出 している。その中では、

ノル トライ ン=ヴ ェス トファー レン州のノイスとい う都市にスポ ッ トを当て、住民の8%が

外国人であるこ とや 日が暮れ るとぶ らぶ らと通 りを歩 く外国人、食料品店の品ぞ ろえの変

化な ど町の変化 に住民が敏感 になっていること報 じている。また、「ドイツ人(労 働者)よ

りも外国人(労 働者)を 好む工場が存在す る。」 とい った仕事を奪われることへの危機感 も

読み取 ることができる38。

こ うした不安 は、景気後退期 以降たびたび聞かれ る トピックとなっていたが、依然 とし

て、「外 国人雇用は特別注 目を向ける対象ではなかった」とヘアベル ト氏は考察 している39。

景気後退期の外国人嫌悪 が外国人排斥 といった過激な行動にまで発展 しなかったのには、

ドイツ人が外 国人労働者 に対する優越感が 自明のものであるとい う自信 を持っていたか ら

であ り、 「増 えるガス トアルバイター」が ドイツ人の持つアイデンティティーを揺 るがすほ

どのものではなかったのである。 しか し、滞在期間の長期化や家族の呼び寄せ、それ に伴

う学校や医療 といった公的 なインフラ等の社会的問題 の増加 が懸念 され始 める と、先 ほど

の記事にあったよ うに、外国人労働者 の積極的雇用に対す る不安 が ドイツ人のアイデ ンテ
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イティ0を 刺激 したのである。

西 ドイツで採用 されていたローテーシ ョン雇用は、ガス トアルバイ タ0の 定住化 を防 ぐ

ために契約満了 ごとに西 ドイツ内の外国人労働者を本国へ と返 し、その都度新規の労働力

を得 るとい うものであった。 しか し、 このローテーシ ョン雇用 は企業か らしてみれ ば、何

度 も労働者 を一か ら育て上げなくてはな らず、せっか く必要な知識や技能 を身に付 けさせ

ても定期的に手放 さな くてはな らなかったため不評 だった。そ こで、1971年 に労働許可令

が発効 し、5年 以上西 ドイツで働いた外国人に、5年 の期限付 きの 「特別労働許可」が与え

られ るよ うになった。つま りは、労働市場の進展に左右 されず に西 ドイツで働 くことが可

能 となったのである。近藤氏は、 この労働許 可令に関 して 「外国人労働者 の法的地位の前

進」として評価 している40が、一方で、外国人労働者雇用の是非を問 う議論に油を注 ぐ展開

ともなった。 とい うの も、政府が重点 を置 く外国人労働者 の利点は何 といってもその柔軟

性 にあったため、景気の動向に左右 されず に労働許 可が与えられ る状況は、景気の緩衝材

としての役割 を失 う懸念材料 となった。経済的成長 はいまだに続 くものの、公的投資の負

担 が増加する事態を問題視 し始 めていた政府に とってはさらなる財政的負担 を招 くとの見

解 も有 していたのである。そ して、経営者団体やマスコミ等 もガス トアルバイターの子 ど

もの教育の問題やイ ンフラ整備な どを取 り上げ、外 国人雇用の対費用効果 について、その

非効率 さが議論 され るようになる。外国人労働者問題がテーマ化 されてゆ く状況の もと、

1972年 にヴァル ター ・アレン ト(WalterArendt)労 働相は、 「不利益が成長利益 を食い尽

くす ところにまでいずれ どこかで達す るだろ う」 と外国人雇用の利点の限界 について言及

している41。

1973年11月23日 、西 ドイツ政府 はついにガス トアルバイターの募集停止に踏み切った。

政府は、募集停止の理 由についてオイルシ ョックによる景気の悪化を要因 とすることによ

って、送 り出 し国の反発や国内の議論 などをそ らす ことができた。実際 に募集停止 に関わ

る政策 はオイル ショック後に実施 されたが、すでに1972年 から外国人労働者を減 らす取 り

組 みはされてお り、オイル シ ョックを機 に募集停止を構想 したわけではないことは重要で

ある。西 ドイツ政府 に してみれ ば、アラブ諸国に責任転嫁す ることによって、増 えす ぎた

外 国人労働者 の減少が計れたのである。オイル シ ョックはそのための好都合な外的要因で

あった。政府 は、「10年後には外国人の数は半分 に達する」42といった楽観的な予測 をもっ

て外国人労働者 の大規模募集 に終止符 を打ったが、 当時約260万 人 にもふ くれ あがってい

たガス トアルバイ ターたちが政府 の想定通 りに本 国へ帰還することはなかった。

3,募 集停止以降(第 二期西 ドイツか ら新たなる局面へ)

1973年 以降の第二期西 ドイツは、外国人労働者 の定住化が進み、 「外国人」か ら 「移民」

へ と姿を変 えてい く時期である。ガス トアルバイ ターたちは政府 の予想 に反 して、西 ドイ

ツに とどま り続 けた。家族 との合流によって、ガス トアルバイ ター をめ ぐる外国人労働者

問題 は外国人問題へ と多様化 してゆく一方で、成長経済の安定によって外国人労働者 に以
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前ほ どの労働需要はな く、失業率は増加 の一途 をた どった。オイル シ ョック以後、景気の

後退は深刻化 し、75年 には失業者が100万 人をこえ、76年 初頭 には失業率が5%を 突破す

るに至 った43。それ に伴い政府 もこの問題に何か しらの手 を打たねばな らなかったが、 「帰

国促進」 を進 める一方で 「統合」に向けての政策 を打 ち出す など矛盾 した状態 が続き、外

国人問題 を打開す るよ うな成果 を残すこ とはできなかった。

第二期西 ドイツを経て、ソ連崩壊後の1990年 「外国人法」が制定され ることで、外国人

政策に新たな局面がもた らされた。労働 を 目的 とした入国に関 して大幅な制限を加 えるな

どの改革が行 われたが、 このことは 「事実上の移民国」 とい う内実 を無視す ることがすで

に困難 であったことを表 してい る。直後 に、東西 ドイ ツ統一が成 し遂げ られ ると、社会不

安か ら移民に対す る暴力事件が多発 し、外国人排斥運動の気運が高ま りを見せ たが、次第

に落ち着きを取 り戻 し、1998年 に社会民主党 と緑の党の連立政権がシュ レーダー首相の も

と発足す ると、移民政策の転換に積極的 とな り、帰化 の緩和な どの改正 が行 われた。 こ う

いった一連 の動 きは2001年 の 「移民法」の制定によって、移民政策 の統一的コンセプ トが

ひ とまず実現 した形 となったのである。

第4章 西 ドイ ツ の外 国 人労 働 者 問 題 の 考 察

1.西 ドイツの外国人政策の問題点

これ まで、第一期西 ドイ ツの経験 を概観 してきたが当時の外国人労働者政策 は、よそ者

としての外国人 を前提 に、彼 らをあたかも入 っては出てい くコンテナのよ うに扱い、その

結果 として彼 らに自らの将来 を展望す る機会を与 えなかった。家族 の呼び寄せや定住化に

始 ま り様 々な課題 を残す こととなるこの時代の外国人労働者政策 の問題点 をこの章では扱

うが、考察するにあたってまずは問題 点を二つに分けて考える。 とい うのも、当時の先進

諸国において外 国人労働者問題は どの国においても同様な ことが生 じてお り、フランスや

イ ギ リスは ドイツと同様に戦後の外国人労働者雇用 か ら現在の移民問題が続いているな ど、

外国人労働者問題は ドイツだけに限ったテーマではないか らである。そのため本章では、

外国人労働者政策の問題点を 「一般的な問題点」 と 「西 ドイ ツ特有 の問題点」の二っに分

け考察す る。

1-1.一 般的な問題点

西 ドイツの経験か ら読み解 くことのできる問題点は主に3点 ある。それは、受け入れ国

の利己主義な経済的観測、外 国人労働者依存型社会の形成、 ヒューマニズムの問題 の3点

である。まず一点 目の利 己主義な経済的観測であるが、第2章 、3章 で確認 してきた ように

西 ドイツ政府は、外国人労働者 を受 け入れ ることで生 じる長期的な問題 に対す る考 えを全

く有 していなかった。外国人労働者 を 「景気の緩衝材」 として機能 させ ることに重点 を置

いていた政府 は、その役割が功 を奏 した1966～67年 の景気後退期に、ガス トアルバイ ター

の有用性 を主張 したのは見てきた通 りであった。また、言語 に関す る教育プ ログラムも存
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在せず、ガス トアルバイターたちは言葉 もわか らないまま労働に従事 していた とい う問題

もある。西 ドイツへ と炭鉱働 きのためにガス トアルバイター として働 きに出た 日本人 も、

技術研修が始 まらず ドイツ語習得 も不十分な状況 に対 して 「こんなはずではなかった」 と

率直 に漏 らしている44。この言語問題 は、高度な労働 に従事 させ てもらえないために最先端

の技能習得につなが らなかった り、意思疎通の鈍 さか らガス トアルバイ ターに労働災害が

多 く生 じた りと様 々な問題に発展す るものであ り、外国人労働者 の技能習得 とい う本来の

目的の一つを欠如 した ものであると言わざるを得 ないので ある。他 にも、言語習得問題 は

住宅問題 にも影響 した。外国人労働者 の住居 に関 しては、雇用契約の関係 にある企業が用

意す ることになっていたが、できる限 りそ ういったコス ト面を抑えたい企業側はそれ こそ

バラック小屋 と椰楡 され るよ うな環境 の悪い場所を提供 した。15平 方メー トル足 らずの部

屋に7人 のガス トアルバイターが共同生活 を強い られてい るよ うな環境 も報告 されている

45。こ うした住居に住まざるを得なかったことには、言語面での不 自由 さが影響 した。西 ド

イツへ とやって来たガス トアルバイ ターは言葉 もわか らないまま仕事に就いたため、 自力

で住居を見つ けるには、西 ドイツにつてでもない限 り難 しかったのである。

次 に、外国人依存型社会の形成である。ガス トアルバイ ターの多 くは ドイツでは不人気

な仕事に就いてお り、 ドイ ツ人被雇用者 の社会的な昇進 に大きく貢献 した。 しか し、その

ことにより、一度 「上昇」 した ドイ ツ人が、ガス トアルバイターが担 う仕事 に昔 と同 じ給

金で戻って くることはな く、 コス ト面か らガス トアルバイ ターの存在が不可欠 となってい

った。つま り、西 ドイツ社会において、ガス トアルバイ ターの 「下流化」 「固定化」が進 ん

でお り、景気の変動 によって外国人 の需要が減った としても、一定の職種においては外国

人 に依存す る状況が形成 されたのである。 この問題 は、労働者の賃金抑制につなが り、外

国人労働者 の経済的な格差に拍車をかけることになるが、そ もそも西 ドイツ政府が1955年

に外 国人労働者雇用の協定 にサイ ンした 目的の一つは労働者 の賃金抑制 であった。単純労

働者 とい う労働階級 を作 り出す ことによって、低 コス トで不可欠な業種 を成 立 させ よ うと

す るこの手法 は当時 と変わ らず今現在でも続いている。

最後 にヒューマニズムの問題であるが、この問題 の重要性は外国人労働者 の将来性が軽

視 されていた ことに強く表れてい る。外 国人労働者 の多 くは、西 ドイツへ と自らの将来へ

の足掛か りとしてのお金 を稼ぎにやってきた。西 ドイ ツの地に足をつ けた当初 は、いつか

本国に帰還す るこ とを望み、限 られた期 間内でできるだけお金 を稼 ぐことを目的 としてい

たのである。 しか し、こ うした外国人労働者側 の意 図などは当時の西 ドイ ツ政府に とって

考慮 され るものはな く、技能習得や本国に住む家族へ の送金 といった将来への期待 は国際

的 な貢献 として、本国への帰還 の意志は外国人労働者 の減少予測 としてそれぞれ利用 され

たのである。先 に述べた住宅問題 も含 めて、外国人労働者 の持つ利 点が強調 され、そ の利

点 をさらに活用す るために、到底 「お客 さん」 と呼ばれるほどのお もてな しを受 けること

はなかったのである。また、外 国人労働者 に対す るヒューマニズムの問題が取 り上げ られ

ることが多いが、西 ドイツの住民もまたその被害者 であった。 「外国人嫌悪」や 「外国人排
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斥」といった社会的混乱は、西 ドイツの住民が加害者 となって しまった事実に他 ならない。

もちろん被害者 は外国人労働者なのだが、歴史的 に移住や移 民受 け入れ を繰 り返 してきた

ドイ ツです らこ うした問題 が生 じたことは、西 ドイツの人々の寛容 が足 りなかったか らだ

と説明す るには無理がある。外国人労働者 を受け入れ るこ とは、国内労働者 の就業機会減

少 を引き起 こした り、新たな社会的費用負担 を発生 させ た りと、付 随す る問題 も大 きい。

そ ういった問題 を政府が コン トロールす ることができないまま、外 国人労働者の危険性 が

語 られ る状況が西 ドイツの人 々の不安 を煽 った ことは見過 ごす ことがで きないだろ う。 ヒ

ューマニズムの問題には受け入れ側 の人々 と外国人の双方に とって重大な問題 となってい

たのである。

以上3つ の問題点を挙げたが、その どれ もが長期的な視野 を持たなかったために生 じた

ものであ り、西 ドイツ政府 が外国人雇用の際に利点 としていたものの裏側 であった。成長

し続 ける ドイツ経済にあって、これ らの問題はテーマ化 されず覆われて しまっていた。先

進諸 国の外 国人労働者雇用政策の結果 としての これ ら問題点を、次に西 ドイ ツ特有 の事例

と結びつ けることでより具体的に西 ドイツの外国人労働者 問題 を考察 してゆく。

1-2.西 ドイツ特有の問題点

西 ドイツの外 国人労働者雇用 に関 して、他国 と異な る点 を挙 げるとす るな らば、ナチ時

代の経験がや は り大きいだろ う。第1章 でも確認 した ように、そもそも西 ドイツの外国人

政策 はナチ時代の強制労働 を 「前提」 としてお り、その時代 との連続性 と断絶性 において

語 られ る。矢野氏 は、西 ドイツ政府 がイタ リア政府 との募集協定 に際 して、あくまでイタ

リア側か らの提案 とい う形を とったこ とに関 して、ナチ時代の強制労働やホロコース トな

どの経験 か ら西 ドイツ側 か ら動 き出す ことは難 しかったか らではないか と推論 している46。

西 ドイ ツが置かれ ている立場 を考慮 しなが ら、西 ドイツにおける外国人労働者雇用 に関す

る問題の特有な点を考察す ると、 「社会的関心の低 さ」が大きな問題点になってい ると私は

考 えてい る。 この社会的関心の低 さについてはヘ アベル ト氏がたびたび指摘 しているよ う

に、イタ リア協定以降西 ドイツにおいて外 国人労働者への労働市場の開放 に関する問題点

は 「非テーマ化」 され、外国人労働者雇用に関す る議論 はほとん ど存在 しなか った。 当時

の新聞記事においても、外国人労働者 は繁栄の象徴であって、西 ドイツ社会 が長期的 に向

き合 う存在 としては捉え られていなかった。なぜ 、西 ドイ ツの外国人労働者問題が現代に

至 るまでに長期化 したのか、 日本が学ぶべき西 ドイ ツの経験 とは何であるのか、その解答

の一つ として、社会的関心の低 さは非常 に重要である。以下では、社会的関心の低 さにか

かわる問題点について考察 していく。

まず、当時の西 ドイツ社会の外国人労働者雇用に対する関心の低 さを表す事実 として一

つ 目に挙げ られ る点は、スイスや フランス等 の隣国における外 国人労働者雇用の状況であ

る。スイスでは1960年 の時点です でに外国人の割合 が16.8%に 及んでお り、滞在期間の長

期化や外国人嫌悪 といった問題 は ドイツよ り以前に起 きていた。西 ドイ ツより以前 にイタ
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リア政府か ら外国人労働者 を供給 していたスイスでは、外国人労働者 に頼るこ とによって

本来合理化を推進すべきであった企業 も残 ることにな り、近代化への障害が生 じていた。

外 国人労働者 に頼 らなければな らない状況 の中で、外 国人労働者の滞在期間の長期化や増

加す る外国人への拒絶反応が生 じるな ど西 ドイツが後に経験す ることになる問題 はすでに

報告 されていたのである。 しか し、スイスの経験は、西 ドイツでは長期間無視 され、66～67

年 の景気後退期に差 し掛 かるまでそれ らの問題 点が議論 され るこ とはほ とん どなかったの

である。スイスは現在人 口の約4分 の1を 占める外国人が暮 らし、その外国人の うち約5

分 の1が スイス生まれである47。ドイツと同様 の境遇にあるスイスは欧州の中でも外 国人に

対す る規定の厳 しさで外 国人労働者 のコン トロール を図ってお り、各国がその制度 につい

て視察に赴 くほどであ るが、当時の西 ドイ ツにおいては、 これ ら教訓的経験 は経済的成長

の陰に隠れて しまい、社会的関心が隣国に向けられ ることはなかったよ うである。

次 に、ナチス との断絶性が挙 げられ る。 この点に関 しては、本論を通 して何度 も触れて

きたが、外国人労働者や外国人政策 において西 ドイ ツはナチス との関連性 が強 く意識 され

るテーマであ り、ナチ時代の外国人強制労働は西 ドイツの外 国人労働者雇用 に大き く影響

を与 えてい る。その影響 は、連続 性と断続 性の両面か ら見 られ るが、特に西 ドイツの外 国

人労働者問題の低 い関心を表す もの としてはナチス ドイ ツの経験か ら距離を置いたよ うな

政策等、断絶性の側面が強い。法的なナチス との連続 性は実際の ところ関心が向け られる

ことはなく、外国人労働者に対す る差別は居住環境 との倫理的な教訓面では取 り上 げられ

ることはあった ものの、外国人労働者の賃金や 労働環境 といった待遇面で取 り上げ られる

ことは少なかったのである。

そ して、最後に一般世論にお ける関心の低 さを挙げるが、 この一般大衆 の関心の度合い

は外国人労働者雇用が問題化す る過程 において非常に重要な ものであると私 は考 えている。

なぜな らば、現実 として外国人の増加 を身近に感 じるのは同 じ職場で働き、同 じコ ミュニ

ティで生活 をす る住民たちだか らである。1966～67年 の景気後退期に表出 した外国人嫌悪

に しろ、90年 代 に勢いづいた排斥運動 にしろ、やは り発信元は外国人が増加 したことによ

る変化を一番 に受けた彼 らだった。 この一般住民の外 国人労働者雇用に対す る関心がどの

よ うな ものであったのかについて確認す るこ とは西 ドイツ特有の問題点 を考察するにあた

って必要である。社会政策や社会経済が専門のアイセル ・ヨル トゥク(AyselYc)llu-Tok)

氏が、フォー ド自動車工場での トル コ人によるス トライキが同僚の ドイツ人従業員 からも

拒絶 され、警察の暴力で幕 を閉 じた ことに触れ、この件 が 「周辺労働者(外 国人労働者)

への関心 の欠如の典型的な例である」 と指摘 してい るよ うに、社会的関心の欠如は、第一

期西 ドイ ツの課題 として確かに問題視 され るものであった。当時の社会的関心の有無 を大

まかにつかむために ドイツ大手の週刊紙 であるSPIEGEL紙 のアーカイブか ら外国人労働

者 に関する記事 を抜粋 しながら見ていきたい と思 う。

結論か ら言 うと、1955～73年 の間には、外国人労働者雇用 に関す る記事 はほ とん ど存在

しない。ガス トアルバイターの住居関係や彼 らの本国の政治状況 についての記事はあるが、
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ガス トアルバイ タ0が 西 ドイツにもた らす影響についての議論 は見当た らないのである。

例えば、1964年 には、スポーツ選手 としてのガス トアルバイ ターについて、 トル コ人 レス

ラーの西 ドイツでの活躍 を取 り上げた記事 があるが、その中でガス トアルバイターの こと

を 「代替可能な歩兵」 と表現 し、西 ドイツの トレーナーが 「トル コ人の侵略 をサポー トす

るよ」といった発言をするな ど、当時の外国人労働者雇用への楽観的な様子が読み取れ る48。

しか し、1966年 を境に、失業によ り本国へ帰 らざるを得な くなったイ タ リア人やスペイン

人の記事49や1969年 にはガス トアルバイタ0た ちの働 きにも関わらず人手不足が続いてい

る記事50、 学校教員不足から英語教師をガス トアルバイターで補 うといった記事51な ど、雇

用 ・経済 と関連 して トピックスの数 は増加 してい る。 また、次第に増加す る受 け入れ数や

生活面でのガス トアルバイ ター との トラブルか ら、 「外 国人の過度の影響や労働市場の脅威 、

女性や少女への表面上の脅威 、増加す る犯罪率 との相関性」52などの不安 の声 もあがってい

るな ど60年 代 の後半になると自分たちの身の回 りの変化に敏感 になっている様子は うかが

える。

だが、この ことはつま り、少な くとも60年 代の後半に至るまで明確な形での外国人労働

者問題 に対す る議論は存在せず、社会的関心 として外 国人雇用問題 はあま り世論 の注 目を

引 く物ではなかった ことを表 している。1966年 以降の記事が増加 している点 も、逆 に捉 え

れば、それ までの外国人雇用 のは じめの段階にお ける社会的関心の低 さを物語 っている。

また、 この時代の外国人雇用 問題 に関す るアンケー ト調査な どはほ とん ど残ってお らず53、

それほ どにテーマ として問題提起 されていなかった とい うことが読み取れ る。 しか し、政

治経済学者のカ レン ・シェーンヴェルダー(KarenSchonwalder)氏 が指摘するには、西

ドイツの世論 において1973年 の募集停止や1980年 代 をむかえるまで外 国人雇用への関心

がなかったわけではな く、1965年 の ドイツ経営者連盟(BundesvereinigungderDeutschen

Arbeitgeberverbande:BDA)の 最終報告書では 「外国人雇用の問題 が次第 に世間の関心の

的になっている」ことが報告 されている54よ うに、増加す る外国人に対す る期待や不安が関

心の対象 となってお り、1966年 以降か らは景気後退期 の経験 もあ り、ある程度外国人労働

者雇用 に対する関心は増加 していたよ うである。

2.外 国人労働者問題の現状

第一期西 ドイ ツにお ける外国人労働者 問題への社会的関心の低 さについて確認 してきた。

それでは、その社会的関心の低 さが現代の ドイツにどのよ うな影響 を与えているのか とい

うこ とにっいて触れたい と思 う。冒頭で も説明 した通 り、現代の ドイツ社会には移民系住

民 と移民背景を持 たない住民 との間に 「平行社会」ができてお り、文化的に近い住民同士

のコ ミュニティが存在することは移 民統合 を進める ドイ ツの難題 として立ちはだかってい

る。 この平行社会 とい う壁が、 ドイツの長 い歴史の どこを発端 とす るかを断定す ることは

できない。 しか し、第一期西 ドイツにお ける社会的関心の低 さが、政策 としての外国人労

働者雇用 に対す る関心だけでな く、外国人労働者 に対す る関心の低 さとしての意味合 いも
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持ってお り、その ととが現在 の ドイ ツの平行社会 を構成 している一因である と私は考 えて

い る。それ はつま り、第一期西 ドイ ツにおける外 国人労働者が 「よそ者」であ り、社会の

一員 とい う認識ではなかったことが
、 ドイ ツ人 と移民系住民 との間の溝 を作 り、現在に も

続いてい る、 とい う考 えである。 その点を確認す るためにも、第一期西 ドイ ツか ら現代 ド

イツへ と視点を移 し、外 国人労働者問題 の現状 を見てゆ く。

まず初 めに、平行社会の存在についてであるが、 このホス ト社会 と移民社会の溝が顕著

に表れてい るのが トル コ系住民 との間におけるものである。 ドイ ツが現在 、ムス リムであ

る トル コ系住 民 との間にイスラム問題 を抱えていることは周知の とお りである。 もちろん、

ドイツに居住す るムス リムのすべてが トル コ人 とい うことではな く、 ドイツに住む トル コ

系住民の約3分 の1が クル ド人やアラブ人である上、11.6～17%が アレヴィー派 のイスラム

教 を信仰 してい るな どその実態は様 々である。 ガス トアルバイタ0と して ドイツへやって

きた彼 らは、初 めは狭い共同宿舎 の隅な どで礼拝 を行っていたために ドイツ社会に意識 さ

れ ることはあま りなかったが、次第 にモスクが建設 され公 に 目がつ くよ うにな るな ど移 民

集団 としての存在感 が大き くなって くると、文化的 な対立が生 じるよ うになった。スカー

フ問題やモスク建設 問題、最近であればブルカ着用問題 はその最 たる例である。公の場 に

お ける宗教的な要素の排除は、イスラム教 の排 斥の意図はな くとも、当人たちにはそのよ

うに受 け取 られ、結果 としてムス リムとしてのアイデ ンテ ィティをより強固な もの とす る

に至ったが、その ことが 「平行社会」の形成 につなが るのである。 しか し、この 「平行社

会」の考 えについては、あたかも トル コ系住民社会の 自立 を連想 させ、 ドイ ツ人 と トル コ

人 との分裂 を象徴す るもの として多用 され るために批判 もある。そのため、 「平行社会」に

関連す るデータか ら具体的数値 を追 うことによって、 どのよ うな部分においてホス ト社会

と移 民社会の間に溝 が生 じているのか を見てゆきたい と思 う。

一つ 目のデ0タ は
、 ドイツ大手の世論調査機 関であるア レンスバ ッハ世論調査研究所 の

報告55に よるものである。その報告によれば、移 民の58%が 「自分は ドイツ社会 の一部であ

る と感 じ」てお り、 「自分が全 く ドイツ社会 の一部 とは感 じていない」割合はたった5%に

とどまった。また、移民の中で 「ドイ ツで居心地の悪 さを感 じている」割合はたった14%

と移民住民の多 くは ドイ ツ社会 を拒絶 しているわけではない ことがわかる。 しか し、その

一方で 「ドイツ社会に受け入れ られ ている とは言えない」 と答 えた割合が48%で あること

か らホス ト社会 と移民社会 との隔た りは確 かに存在 している。 とりわけ トル コ人は 「居心

地の悪 さ」では24%、 「受 け入れ られてい るか」では61%と 他 の移民集団の中でも突出 し

て高い数値が出てお り、「平行社会」の一端 を垣間見るこ とができる(他 の移民集団では、

「居心地の悪 さ」 に関 してはロシア12%、 ユー ゴスラヴィア8%、 ポー ラン ド9%、 南欧

11%、 「受け入れ られ ているか」 に関 してはロシア55%、 ユーゴスラヴィア32%、 ポーラ

ン ド40%、 南欧32%と い う結果になってい る)。

次に、 ドイツ政府 がま とめたものである 『ドイツにおける外国人の状況に関する連邦政

府移 民 ・難民統合委員 の第10次 報告書』(2014年)56の 中では、移民系住民 の結婚 につい
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て興味深いデー タがある。報告書 による と、移民の背景を有 しない ドイ ツ人 の うち、移民

の背景 を有す る ドイツ人 と結婚 した割合はたった4.7%と 極端に低 く、移民の背景 を有 しな

い ドイツ人の95.3%は 同じ移民の背景のない ドイツ人 と結婚 しているのである。 これは裏

を返せば、移 民の背景 を有す る ドイツ人 のほ とん どは同 じく移民 の背景 を持つ人をパー ト

ナー に選んでいるとい うことにな り、移民同士のコミュニティの強 さを感 じざるを得ない。

二つ のデー タか ら読み取れ ることは、確かに ドイツには 「平行社会」は存在 してお り、そ

れ は トル コ系住民 に顕著に見 られるとい うことである。

しか し、 「平行社会」が決 して トル コ系住民が ドイツ社会 との統合 を拒絶す ることで形成

されているものではない ことも確 かである。 ノル トライ ン ・ヴェス トファー レン州 のデー

タ(2010年)57に よると、自発的な(統 合 に対す る)分 離 を望む トル コ系住民の割合は2%

と少 なく、 トル コ系住民が ドイツ社会 との関係性を 自ら断っているわけではない ことがわ

かる。ハ ジュ ・ハ リル ・ウスルカン(且aci・HalilUslucan)氏 はこのデータに関 して、「ト

ル コ人が統合を拒んでい るとい う作 り話」 として 「平行社会」の原因が、移 民系住民が統

合 を拒んでいる点にある とす る言説 を否定 してお り58、「平行社会」を安易 に現状の説明 と

して持 ち出す ことの問題点を指摘 している。つま り、多 くの移民系住民は、 ドイツ社会の

一員 としての自覚 を持 ってお り
、 ドイツ社会へ の統合 を拒絶 してい るわけではないが、数

値 として表れているように現実 として 「平行社会」が存在す ることも確認できるのである。

とりわけ トル コ系住民は宗教的な問題や家族観等、文化的な差異が大きいために ドイツ社

会の中で居心地の悪 さを感 じてお り、その窮屈 さがかえってイスラム教への強い帰属 につ

ながっている。

「平行社会」の存在 とは、ホス ト社会 と移民社会の心理的 ・文化的距離感 の結果である。

とりわけ ドイ ツ人 と トル コ系住民の距離感は宗教的 ・文化的 な要素か らくる部分が大 きい

と考えられ る。 しか し、 「平行社会」の形成に宗教的な差異が影響 しているとして、 ドイツ

人 と トル コ人 との距離感(異 質 さ)の 原因を文化的な違いに求めすぎることは問題である。

いわば、この 「平行社会」 を形作る一見宗教的な双方 の違 いは、結局は労働 問題や社会問

題等の政治 レベル の 「難 しい」出来事を正当化す るための隠れ蓑 で しかないのである。2010

年、当時の ドイツ連邦銀行のテ ィロ ・ザラテ ィン(ThiloSarrazin)氏 の著作 におけるイス

ラム教徒 に対す る差別的な発言が問題 となった際 に、ザ ラティン氏 に対す る批判的な言説

が多かった一方で、それを擁i護す る意見も多くあったことは、「トル コ人については何 とも

思わないが、 トル コ人 と関係 を持ちたい と思わない。」59とい うドイツ人の一部本音を表 し

てい る。 トル コ人が ドイツ社会の一員 として溶 け込む ことに対 して否定的な人は少ないが、

例 えば隣近所へ引っ越 してきた り、婚姻 な どの深い関係 を結 んだ りす ることに関 しては消

極的な人が多 くな るのである。

このこ とは、 自らの保護領域 としての距離感であ り、 「知 りた くない」 とい う一種の無関

心である と言 うことができる。 この、「知 らない」 とは違 う 「知 りた くない」 とい う無 関心

は、ま さに第一期西 ドイツにおけるガス トアルバイ ターに対す る反応 と同 じなのである。
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西 ドイツの経済成長 を支え、繁栄 の象徴で あったガス トアルバイ ターたちは、好意的な姿

勢で迎 え入れ られてきたが、彼 らの多 くは ドイ ツ人の 目につかない場所 に集住 し、ひ とた

び ドイツ社会 との関 りが強 まると 「不安」 としての保護領域 を形成 した。現代 ドイ ツにお

ける、「平行社会」の問題 は1950年 代の西 ドイ ツとの連続性で語 ることができるのである。

結 論一 日本 の 外 国人 労 働 者 受 け入 れ へ の 示 唆 を込 め て一

1.日 本の外国人労働者活用の見通 し

西 ドイ ツの外国人労働者雇用 の歴史を概観 し、その問題点 を考察 して きたが、本論 では

本稿 の 目的でもあ る日本 の外国人労働者受 け入れ問題への示唆 として西 ドイ ツの経験を照

らし合 わせ なが ら触れてい きたい と思 う。最近の 日本における外国人労働者受け入れの動

きは、官民双方で活発な様相を見せてい る。 自民党の 「労働力確保に関する特命委員会」

が外 国人労働者の受 け入れ に関す る提言 を発表 したこ とは冒頭 で触れたが、 日本経済団体

連合会(経 団連)の 榊原定征会長 は、外国人の国内への受 け入れ について 「人 口減少 に直

面す る 日本 が経済社会の活力 を維持 してい くためには少子化対策 と併せて外国人人材 の受

け入れ促進が急務」 と言及 している60。しか し、経団連の後押 しを受けた 自民党 を中心に積

極的な動 きが見 られ る一方 で、 自民党内部か らも外 国人労働者受 け入れに関 して差別 問題

や実質的な移民政策 につなが るのではないか とい う懸念が出てお り一枚岩 とい うわ けでは

ない。 また、 ドイツ文学者で評論家の西尾幹二氏な ど外国人労働者受 け入れ による 日本へ

の影響 を危惧す る声は少な くないよ うに、外国人労働者受け入れの拡大への反対も大きい。

外 国人労働者受け入れ の是非 について、 ここでは深 く切 り込 まないが、労働力不足が問

題 とされ る 日本 において働 く外国人およそ91万 人の存在については、西 ドイツの経験 との

比較 のためにも目を向けなけれ ばな らない。 日本で働 く91万 人 の外国人の うち、全体の

18%を 占める16.8万 人は技能実習生 と呼ばれ る発展途上国か ら技能移転を 目的 として 日本

で働 く外 国人である(別 紙資料:グ ラフ④)。 外 国人技能実習制度のもと発展途上国の経済

発展の担い手 とな る人材育成のために先進国の技術 を習得 させ る とい う目的のために、技

能実習生は 日本へ とやってきた。技能実習生の在留期間は3年 間であ り、それ を超 える滞

在は原則認め られていない。以前は、最初の1年 は研修生 として働 き、2年 目以降実習生 と

して労働 に携 わるため、最初 の1年 には労働法規が適用 されない とい う問題があったが現

在では改正 されている。技能実習生が問題 となるのは、「単純労働者」の雇用を認 めていな

い 日本 において、研修 を建前に 日本人が就 きたが らない労働分野 を補 う存在 として、機能

していることで ある。実質一時的 な外 国人労働者 として働 く実習技能生は、人手不足に陥

っている産業 を担 う存在 として存在感 を高 めてい るが、その一方で低賃金(賃 金未払い)

や労働環境 の悪化による労災事故、人権侵害な どの問題 が噴出 している。 中で も失踪事件

に関 しては深刻であ り、賃金の低い技能実習生が斡旋業者 により高い賃金 を提示 され て引

き抜かれ 、3年 を超 えて 日本 に滞在す るケースが増 えてい る。

このよ うに様々な問題 を抱えてい る技能実習生制度であるが、 日本 における重要性 は今
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後 も増 してい くと予想 されてい る。富 山県の技能実習生 とブラジル人労働者 の現状 を調査

した坂幸夫氏 によると、昨今の不況の影響から本国へ帰国す るブラジル人が増加 してお り、

中国人実習生の ウェイ トが高まることは容易に想像 され るため共生 に向けての地域づ くり

を考 えていかなければな らない と言及 している61。また、技能実習生の多 くは子 どもの教育

費や本国へ帰 ったあとの開業資金な どの 目的のために、 「できれ ば3年 以上働 きたい」 と考

えてお り、今後 の政府 の動向次第ではより長い期間の滞在が可能 となるか もしれないので

ある。 しか し、現状での外国人技能実習制度の拡張はその問題点の多 さか ら順調にことが

運ぶ とは思 えない。 日本は外 国人 労働者 の受け入れを実質行 ってお り、今度 は 「正規」に

単純労働者の募集 を進 めよ うとしているのである。西 ドイツの経験 と照 らし合わせた際 に、

日本 の外国人労働者 問題は輪郭 をつかむ ことができるよ うになるのである。

2.西 ドイツの経験 と照 らし合わせて

表⑤:日 本 と ドイ ツの人 口と外国人労働者数の比較
タ%

難灘欝 難 難灘灘 義笏嚇 鷺翻 参騨 簸 贈 磁 灘 撫聯・鵜 鱒

ノ.;;y;n配4ク 易 沈 伽 ・ 勉 疹 灘 ・"吻 瀦_"'/.{'"'・ 鰯 〃:°$・ 羅 難 撒 灘 懸,纏 纏,
1億2711万 人 2016年 の人 口 8177万 人

8674万 人 2060年 の推計人 口 7300万 人

1.46 出生 率(2014) 1.47

91万 人

(外国人労働者)
外国人労働者数

1638万 人

(移民の背景を有する人々)

(出所)内 閣府20116年 版 「高齢社会 白書」、厚生労働省、朝 日新聞2016年5月4日 記事 よ り作成。

外 国人雇用 を 「移民政策ではない」62と して、一時的労働力源である外国人技能実習生制

度 を隠れ蓑 に、外国人雇用 を推進す る現在の 日本政府 の姿勢は、状況 は違 え ども ドイツが

自国を 「移 民国ではない」 と主張 し内実か ら目を背けていた事実 と類似する点がある。そ

もそ も、 日本 はブラジル人労働者 の帰国を推進 してお り、滞在 が長期化 した労働者への対

応 として西 ドイツ と同 じよ うな経験 をす でにしているのである。技能実習生の待遇や 日本

人が就 きたが らない職種 に 「固定化」 している現状 な ど、西 ドイ ツにお けるガス トアルバ

イ ター と同 じ状況 が形成 され ている。そ して、何 よりも外 国人技能実習制度の問題がある

にもかかわ らず、外国人労働者受け入れ 問題の議論 が先行 してい る点は、外国人雇用に対

す る社会的関心の低 さを物語っていると言えるだろ う。

内閣府大臣官房政府広報室の2004年 の世論調査63に よると、「外国人労働者問題 に対す る

関心」の調査では53.1%が 「関心がある」 と回答 し、 「関心がない」 と答えた45.7%よ りも

上回ってい る。 しか し、 「外 国人労働者受け入れ制度の周知度」に関す る調査では、 日本が

専門的な技術,技 能や知識 を持 ってい る外国人の入 国は認 めているが,単 純労働 に就労す

ることを 目的 とした外国人の入国は認めていない とい う制度 について 「知っている」 と回
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答 した割合 は24.8%に 留まっている。第一期西 ドイツとの違いは、外国人労働者問題があ

る程度 「テーマ化」 されている点である。一般世論 においても外国人労働者 の受 け入れに

ついては関心のあるテーマであ り、外国人雇用 を推進すべ きか どうかは議論すべ きテーマ

として確立 している。 しか し、その制度に関 しては基本的な内容 も周知 されてお らず、西

ドイツの事例 と同 じく自らの生活 と関わるか否 かが大 きく作用 しているよ うに思われ る。

外国人技能実習制度が、その問題 点が指摘 され なが らも制度の枠組み 自体は変わることな

く現在 にまで続いたのは、一部の労働分野 において外国人労働者の 「固定化」が進 んでお

り、その影響力が増加 していたためである。知 らず知 らず の うちに外国人労働者への依存

を深 めていく様子は、社会的関心の低 さか ら連なる西 ドイツの経験によく似ている。

こ うした社会的関心の低 さの一方 で、外国人労働者の受 け入れか ら移民政策 に至 るまで

様々な提案が されている。移民政策研究所所長の坂中英徳氏は、2007年 に 「今後50年 間

で移民1000万 人を人材育成型 の移民政策で入れる」と明言 してい る。それから、7年 経っ

た2014年 、新たな 「日本型移民政策」の提案の中で、低い出生率における成長戦略お よび

日本社会 の多様性のために移民の受け入れ が必要であるとの立場か ら、い くつかの利点 を

挙 げてい るが、その中に社会保障制度 の維持 についての言及がある。高齢社会が進み若年

層 と高年層の対立が国民の分断を招 くことを危惧 し、働き盛 りの移民の若者 を受 け入れ に

よって年金制度 の維持を図る とい うものだ64。しか し、社会保障制度面でのホス ト社会への

利点は西 ドイツ社会でも言われていたことであったが、結局公的投資や移民の社会統合 に

かかる費用が増大 し外国人労働者の募集停止の一因 となった経緯が ある。ホス ト国が労働

者 として受 け入れ る体制 と移民 として受け入れ る体制は全 く異なるものであるが、社会保

障制度 の維持を外国人の受 け入れ によって補 うといった想 定に関 しては疑問の残 るところ

である。 ま してや、国民の社会的関心が十分 とは言えない状況下ではなお さらである。先

述 の内閣府 の世論調査 によると、単純労働者 の受 け入れ を認 めるべ きではない と回答 した

人 の中で最 も多かった理由は、「治安が悪化す るおそれがある」であ り、実に全体の74.1%

を占めている。1960年 代、増加する外国人に対 して同様の関心を向けていた西 ドイツ社会

が平行社会 をその後に形成 していったよ うに、外 国人の脅威 をホス ト社会が抱いてい るこ

の状況は外国人労働者受け入れに とっては深 く考慮 しなければならない問題である。

この よ うに現在の 日本が置かれている状況 は、技能実習生制度 を利用 した実質的な外 国

人単純労働者 の雇用、3年 の期限付 き研修によるローテーシ ョン雇用、社会保障制度の維持

や人気のない職種 の補填な どの外 国人に期待す る効果、そ して何 よりもそれ ら外国人労働

者政策 に関す る関心の低 さな ど西 ドイツの歴史で見てきた もの と非常に類似点が多い。 日

本に外国人労働力が必要であれ、不必要であれ、今現在進行形で生 じてい るい くつかの間

題 については深 く検討 されなけれ ばな らないだろ う。西 ドイツでは、外 国人に対す る偏見

は確 かに存在 したが、組織 だった排斥運動が部分的であったのは見てきた とお りである。

しか し、長い年月 を経 て、急激な社会的変化によってその外国人に対す る敵意のパ ワーが

膨張 し爆発 した ように、西 ドイツは、非常 にデ リケー トな問題 を抱 えなが ら今まで来たの
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である。 日本 がこれか ら議論 しなけれ ばな らないこ とは、外 国人労働者を受 け入れ ること

による利点や問題点だけでな く、社会 として外国人 を迎 え入れる準備 と理解 である。

3.最 後に

西 ドイツでの経験を歴史的に考察す ると外国人労働者問題が長期化 し、外国人問題 とな

るまでに社会的関心の低 さが大 きく作用 していることがわかった。我が国における外 国人

労働者雇用の状況は第一期西 ドイツ と類似す る部分が多い。 それは、外国人労働者の 「固

定化」や一時的な労働力 としての短期的構想 とそれを代表す る外 国人技能実習制度な どに

あ らわれているが、 これ ら外 国人労働者 問題の類似点に社会的関心の低 さが関係 してい る

こ とは見て きた とお りであ る。 この課題 に対 しては、制度的枠組 みの根本的な転換や法的

な整備 が必要であるが、 日本人 と外 国人 との距離感が ドイツにおける ドイ ツ人 と トル コ人

の距離感 と同 じにな らぬ よ うにす るこ ともまた重要である。外国人実習生の うち最 も人数

が多いのは中国人であるが、昨今の 日中関係か ら日本 で働 くことに一部不安を感 じる声 も

あがっている65。 日本が 「素早 く静かに再びいな くなる不人気な仕事のための労働力」66と

しての外国人労働者 を望み、保護領域 としての距離感 を保つことを必要 とす る限 りドイツ

の歩んだ道 を避iけることはできない。

西 ドイ ツの状況 と同 じよ うに、 日本 において も少子化 などによる労働力不足の深刻化か

ら外国人労働者雇用が議論 されてお り、それに関す る問題が発生 している状況 である。そ

の上で、西 ドイ ツが経験 した失敗を繰 り返 さないためには、その問題点について十分 な議

論 を必要 とし、一つ一つ検討 していかなければな らない。本論ではそ うい った観点か ら外

国人労働者問題 だけを取 り上げてきたが、昨今 の ドイツではサ ッカー選手や映画監督等、

移民系の ドイツ人が様 々な分野 で活動す るなど、文化 的多様性 を強 めつつ あ り良い現象 も

生 じている。 自らのルーツである国 との距離が情報技術 の発展 に伴い近 くなったことは、

トランスナ ショナ リズムなアイデ ンティティの形成につなが り、 ドイツ と様々な国を結ぶ

文化的な架 け橋 となることも期待 されている。現在の多様な発信力 をもつ ドイツ社会が、

外 国人労働者を含む移民たちがもた らした予期せぬ利 点の結果であることもまた事実であ

る。
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別紙資料

表②1939年 か ら1944年 までの ドイ ツ戦争経済下の外 国人労働者

1939 1940 1941 1942 1943 1944

農業分野 ドイツ人労働者 10732000 9684000 8939000 :・.・111 8743000 8460000

非軍事的外国人

労働者
118000 412000 769000 1170000 1561000 1767000

戦争捕虜
㌔

一 249000 642000 759000 .!・/il 635000

総外国人数 118000 661000 1411000 1929000 2230000 2402000

雇用における外

国人の割合
1.1% 6.4% 13.6% 17.7% 20.3% 22.1%

非農業分

野

ドイツ人労働者 28382000 25207000 24273000 22568000 21324000 20144000

非軍事的外国人

労働者
183000 391000 984000 1475000 3276000

"

3528000

戦争捕虜 一 "1/1 674000 730000 954000 1196000
づ総外国人数
183000 ・1111 1659000 2205000 4230000 4724000

雇用における外

国人の割合
0.6% 1.9% 6.4% 8.9% 16.5% 18.9%

総計 ドイツ人労働者 39114000 34891000 33212000 31537000 30067000 28604000

非軍事的外国人

労働者
301000 :1111 1753000 2645000 4837000 5295000

戦争捕虜 一 x:111 1316000 1489000 1623000 1831000

総外国人数 301000 1151000 3069000 4134000 6160000 7126000

雇用における外

国人の割合
i・1

〆

3.2% 8.5% 11.6% 17.7% 19.9%

(出所)UlrichHerbert,GeschichtederAuslanderpolr'tikzn・Deutschland,Munchen,2001,145.

表 ③:西 ドイ ツ に お け る住 民 、被 追 放 民 、 東 ドイ ツ難i民(1950～55年)

住民数 被追放民 東 ドイツ難民 被追放民と東 ド

イツ難民の合計

総住民数におけ

る割合(%)

1950 50,173,000 8,024,000 337,300 8,361,300 16.7%

1951 50,528,000 8,275,000 625,100 8,900,100 17.6%

1952 50,859,000 8,418,000 857,300 9,275,200 18.2%

1953 50,350,000 8,610,000 1,265,300 9,875,300 19.2%

1954 51,880,000 8,732,000 1,560,700 10,292,700 19.8%

1955 52,382,000 8,914,000 1,942,500 10,883,500 20.7%

(出 所)UlrichHerbert,GeschichtederAuslanderpolitilrinDeutschland,Munchen,2001,194を も と に 筆 者 作 成
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グラフ①:ド イツ連邦共和国の失業率の推移1948-1961年(%)
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グラフ② ・西 ドイツにおける実質国民総畢 の繍 成騨 鞭 循環(1951-1974)
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表④:西 ドイツにおける外国人 と外国人労働力(1954-1994)(千 単位)
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1983

1984

195

1986

×987

1988

1989

1990

1991

1992

×993

1994

481,9
484,8

686,1

1.806,7
1.924,2
2.381.,x.

2.97b,5
x.438,7
3.526,E

72,4
79,6
98,8
1U8,2

127,1
166,8
329,4
548,9

711,5
82x,7
985,6
1.216,8

1.33,5
991.,3
x.489,9
1.501,4

1,949,0
2.240,8
2.352,4

憂題今;を・墾朧;薯＼
4.089,6

3.948,3

3.948,3

3.981,1

4.143,8

4.450,0

4.629,7

4.666,9

4.534,9

4.363,b

4.3'8,9

4.51,7

4.40,5

4.48,1

4.845,9

5.241β

s.sgz,3

6.495,8

6.878,1

6.9905

2.038,8

1.920,9

1.888,6

1.Sb9,3

1.93,6

2.07U,U

1.929,7

1.849,0

1.713,b

1.592,6

1.583,9

1.591,5

x..588,9

1.624,1

1.69,3

1.782,6

1.H98,S

2.Q36,2

2.183,b

21405〈.

6,5

7,5

x.8,6

19,1

25,6

48,8

144,2

224,6

276,8

28'7,0

296,1

372,2

391,3

26,8

3U4,U

3a.s,0

381,8

'f:1

426,4

450,0

331,5

292,4

2フ9,1

281,2

288,6

300 .,E

349,2

291,1

261,0

238,9

214,1

202,4

13,4

181,'7

1'78,

178,9

1'5,2

171,8

1fi5,Q

194,4

202.5

Q,4

0,5

0,7

1,0

1,5

2,2

1b,5

61,8

94,0

119,4

151,1

182,8

17$,2

118,0

],15,9

143,1

171,7

186,E

184,2

190,0

149,7

x.24,5

107,E

100,3

92,6

89,9

86,5

81β

76,8

72,3

67,4

6'7,4

65,9

64,0

63,1

61,6

61,3

60,7

54,E

SS,3

52.f

0,5

0,6

1,0

1,8

2,8

4,1

20,8

52,3

50,7

116,9

154,8

187,2

194,6

140,3

14,7

19,2

242,2

2+68,'7

270,1

250,0

229,2

19+x,2

173,1

x.62,5

146,8

140,1

132,9

123,8

116,4
..
・r

X5,0

102,9
3.fl1,6

100,9
98,8

101,7
105,5
105,2
102,8

120,3
11.8.b

2,S

X8,6

33,4

11箋:§

}ll;1

揚;1

潔

盤
覇

蕪

蕪

譲
6多

ぐ6051

1,8

2,1

2,3

2,8

?$

7,3

8,8

23,6

廻,4
53,1

64,1

96,?'

95,7

119,1

265,U

4232

478,3

4'4,9

535,E

466,フ

415,9

3$7,2

3'77,2

369,5

367,3

357,4

34Q,b

32,3

305,9
..

293,5

294,8

292,1

295,5

30Q,9

3玉3,0

325,3

375,1

417,E

42U.9

(出 所)1{edwigRudolph:"DieDynamikderEinwanderungimNichteinwanderungsland

Deutschland"in:MigrationinEuropa,HeinzFassmann,Frankfurt/NewYc)rk,161・181,1996,169.
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グラフ㊨ 酉 ドイツにおける国籍別外臥 数(・967-1980)(・967〒 …)
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グラフ④:在 留資格別外国人労働者の割合(2015)

r… …

在留資格別外国人労働者の割合(2015)

駆身分に基づき在留す る者

(日系人 、 日本人 の配偶

者等)367,211人

■資格外活動(留 学生 のア

ルバイ ト等)192,347人

籔技能実習168,296人

藏専門的 ・技術 的分野の在

留資格167,301人

襲特定活動12,705人

(出所)厚 生労働省 「「外国人雇用状況」の届出状況ま とめ」

<http:〃www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000110224.html>(2016年11月17日 閲 覧) 。
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